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１．美浜発電所３号機および
⾼浜発電所1,2号機の安全対策について



3原⼦⼒発電のしくみ

原⼦炉容器

■ 1次系の⽔（放射性物質を含む）
■ 2次系の⽔（放射性物質を含まない）
■ 海⽔

原⼦炉格納容器
熱をつくるしくみ
原⼦炉内の燃料棒の中に
あるウラン燃料が核分裂す
ることにより、熱を発⽣する。

蒸気発⽣器

〇原⼦炉の中で発⽣した⾼温⾼圧の熱⽔を利⽤して、蒸気発⽣器で蒸気を作ります｡
この蒸気でタービン・発電機を回し、電気を作っています。

電気をつくるしくみ
蒸気の⼒でタービンを回し、タービン
に繋がっている発電機で電気をつくる。

蒸気をつくるしくみ
原⼦炉の中で核分裂により熱せられた1次系の
⽔の熱（約300度）が、蒸気発⽣器で２次
系に伝わり、２次系の⽔が蒸気になる。



4従来の安全対策－設計の⼯夫「多重防護」－

余裕を持った安全設計

設備の更新や材料強度に関する社内基準は、
法令より厳しい数値にするなど、安全に余裕をもたせ
ています。

フェイル・セーフ・システム

万が⼀、誤作動・誤操作が⾏われた場合、安
全側になるよう設計されています。

インターロック・システム

万が⼀、⼈間が間違った操作をしても動きません。

例えば故障や停電などで踏切が
作動しなくなると、遮断棹が重⼒に
よって下り、⾞や⼈の侵⼊を

防ぐシステムと同じ

例えばオートマチック⾞で
ボタンを押しながらでないと

バックにチェンジできないのと同じ

万が⼀ さらに

万が⼀、異常が起きても、異常を早期に発
⾒、⾃動的に制御棒を挿⼊し、直ちに核分
裂を⽌めることにより、事故を拡⼤させないよ
うになっています。

配管破断事故を想定し、⾮常⽤炉⼼冷却装置で⾃動
的に原⼦炉を冷やします。また、万が⼀の事故の際に
は、５重の壁で放射性物質を閉じ込めます。

異常発⽣時すぐに
原⼦炉を「⽌める」

機器の故障や操作ミスを防ぐ設計 原⼦炉を「冷やし」、放射性物質を「閉じ込める」

第１の壁（ペレット）
ウランを陶器のように焼き
固めたもの

第２の壁（被覆管）
特殊合⾦の管

第３の壁（原⼦炉圧⼒容器）
厚さ約２０cmの鋼鉄製容器
第４の壁（原⼦炉格納容器）
厚さ約３cm以上の鋼鉄製容器

第５の壁（外部遮蔽壁）
厚さ約１mのコンクリートの壁

５重の壁

⽌める 冷やす

閉
じ
込
め
る

原⼦⼒発電では、「⽌める」「冷やす」「閉じ込める」を実現することで安全を守ります。



5福島第⼀原⼦⼒発電所事故の事故と原因
【地震によって起きたこと】
地震の影響により外部電源は失いましたが、原⼦炉は正常に⾃動停⽌し、⾮常
⽤ディーゼル発電機の作動により、原⼦炉の冷却を開始しました。

【津波によって起きたこと】
地震発⽣後約50分後に14mを超える津波が来襲し、地下の⾮常⽤
ディーゼル発電機、電源設備が⽔没し停⽌しました。全ての電源を失っ
たことにより、原⼦炉、使⽤済燃料プールの冷却機能を失い、炉⼼損傷
が起こり、⽔素が発⽣し、原⼦炉建屋に漏れ出したため、⽔素爆発が起
こり、放射性物質を閉じ込める事が出来なくなりました。
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その他の設備の性能

電源の信頼性

⽕災に対する考慮
⾃然現象に対する考慮

耐震・耐津波性能

その他の設備の性能

電源の信頼性

⽕災に対する考慮

⾃然現象に対する考慮
（⽕⼭・⻯巻・森林⽕災を新設）

炉⼼損傷防⽌対策
（複数の機器の故障を想定）

格納容器破損防⽌対策

放射性物質の拡散抑制対策

意図的な航空機衝突への対応

重⼤事故対策を新設

設計基準の強化または新設

地震・津波への設計基準の強化

＜従来の規制基準＞ ＜新規制基準＞

テロ対策を新設

事業者の⾃主保安

原⼦⼒規制委員会 ＨＰ掲載資料を基に作成
耐震・耐津波性能

重⼤事故を防⽌するための基準 重⼤事故を防⽌するための設計基準を強化するとともに、万が⼀、重⼤事故やテロが発⽣した場合に
対処するための基準を新設

福島第⼀原⼦⼒発電所事故以降の取組み（新規制基準）
2013年7⽉、福島第⼀原⼦⼒発電所の事故を教訓とした新たに規制基準が原⼦⼒規制委員会により制定されました。
新規制基準では、福島第⼀原⼦⼒発電所の事故の教訓のみならず、様々な⾃然災害やテロ対策などの幅広いリスクに
備えた基準となっています。関⻄電⼒では、これらの基準に適合させることはもちろん、さらに⾃主的な取組みを進めていき
ます。



7原⼦⼒発電所の安全確保

①【事故発⽣防⽌】
⾃然現象から発電所を守る備え

②【事故進展防⽌】
原⼦炉などを安定的に冷却し、重⼤事故を防ぐ対策

③【事故拡⼤防⽌】
万が⼀の重⼤事故に
対応するための対策

重⼤事故を発⽣させないために

万が⼀重⼤事故が発⽣した場合に備え

何
重
も
の
安
全
対
策
を
実
施

④【万⼀の更なる備え】
テロなどのあらゆる事態への備え

地 震 津 波 ⻯ 巻 ⽕ 災

電源の強化 冷却機能の強化

格納容器の⽔素爆発防⽌対策

緊急対策施設

アクセスルート確保

放射性物質の放出抑制

意図的な航空機衝突等への対策

格納容器の冷却(圧⼒低減)対策

〇東京電⼒㈱福島第⼀原⼦⼒発電所の事故を教訓として、事故を起こさない、起こった
としても進展・拡⼤を防ぐ対策を多重化・多様化することで、当社は規制の枠組みにとど
まることなく、⾃主的かつ継続的な安全性向上対策を実施しています。

使⽤済燃料ピット漏えい対策の強化



8主な安全性向上対策のイメージ

防火帯

中圧ポンプ

可搬式低圧ポンプ

非常用発電装置

電源車水素再結合装置

水素燃焼装置 予備モーター

がれき撤去重機

大容量ポンプ

飛来物防護設備

海水ポンプエリア防護壁・止水壁

緊急時対策所

免震事務棟

特定重大事故等対処施設

送水車
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((( )))

深さ
=3km

発電所

震源

美浜︓最⼤加速度９９３ガル
⾼浜︓最⼤加速度７００ガル

○基準地震動は、発電所敷地への影響が⼤きいと考えられる地震の断層を選定し評価しました｡
○より安全側に⽴ち、 美浜発電所では安島岬沖〜関ヶ原断層を「不確かさ」のケースとして、また
⾼浜発電所ではＦＯ－Ａ断層、ＦＯ－Ｂ断層に熊川断層を加えた三連動を考慮しました｡

○震源断層の上端深さの想定を4Kmから３ｋｍに設定しました｡
○震源を特定せず策定する地震動を考慮しました｡

Ｃ断層
約18km

(安島岬沖〜関ヶ原)
約137km

【敷地周辺の主な断層の分布】

○想定される最⼤規模の地震の揺れ（基準地震動）を美浜発電所は最⼤加速度９９３ガル、
⾼浜発電所は最⼤加速度７００ガルと評価し、国が許可

＜参考＞

発電所 従来の基準地震動
（2009.3に国に報告）

現在の基準地震動
（美浜︓2016.10、

⾼浜︓2015.2に国が許可）
美浜発電所 750 993
⾼浜発電所 550 700

地震動の策定

配管補強の例

(FO-A,FO-B,熊川)
約63km

美浜発電所

⾼浜発電所



10津波⾼さの策定

【津波の⾼さ】 美浜発電所︓[３号取⽔路]海抜+4.2m(従来︓海抜+1.9m)
⾼浜発電所︓[取⽔路] 海抜+6.2m(従来︓海抜+2.3m)

[放⽔路] 海抜+6.7m(従来︓海抜+2.6m）

〇若狭海丘列付近断層を安全側に９０ｋｍとし、海底地すべり等の組み合わせを考慮して、津波の⾼さを、
美浜発電所は海抜+4.2m、⾼浜発電所は取⽔路:海抜+6.2m､放⽔路︓海抜+6.7mに設定しました｡

海抜8.0m

海抜8.5m

取⽔路側 防潮ゲート

放⽔路側 防潮堤

【⾼浜発電所】

【⾼浜発電所】

防潮堤

防潮堤施⼯後（海抜+5.5~6.0m）

【美浜発電所】



11電源の確保（多重化、多様化）

海⽔ポンプ

外部電源

電動補助給⽔ポンプ（負荷は⼀例） 余熱除去ポンプ格納容器スプレイポンプ

バッテリー

計器⽤電源盤

⾮常⽤ディーゼル発電機

既
存
設
備

︵
福
島
第
⼀
原
⼦
⼒
発
電
所
事
故
前
︶

追
加
設
備
・
対
策

1825kVA
【２台】

【２系統】

電源⾞空冷式⾮常⽤発電装置

⾮常⽤⺟線

【2台】

275kV
77kV美

浜
線

敦
賀
線 丹

⽣
線

美浜発電所

嶺南変電所 北陸電⼒
敦賀変電所

500kV
77kV⻘

葉
線

⾼
浜
線

⾼
浜
連
絡
線

⾼浜発電所

新綾部変電所
⾼浜変電所

610kVA
【２台＋予備1台/発電所】

610kVA
【２台＋予備1台】

1825kVA
【２台/1ﾕﾆｯﾄ】

【２系統/1ﾕﾆｯﾄ】 【２台/1ﾕﾆｯﾄ】

使
⽤
出
来
な
い

場
合
に
備
え
て

美浜3号機の写真、設備仕様を記載、 [ ]は⾼浜1,2号機の設備仕様
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恒設代替低圧注⽔ポンプ

中圧ポンプ

海

燃料取替⽤⽔ﾀﾝｸ 蒸気（タービンへ）

給⽔

蒸気放出ライン

純⽔タンク

原⼦炉補機冷却器 原⼦炉容器

格納容器

格納容器スプレイ

使
⽤
出
来
な
い

場
合
に
備
え
て

120m3/h
【１台】

120m3/h
【1台】

1440m3/h
【2台＋予備１台】

【１台】
30m3/h
【2台】

423m3/h【4台】 852m3/h【2台】 3200m3/h【4台】 85m3/h【2台】 171m3/h【1台】

海⽔ポンプ

⼤容量ポンプ 送⽔⾞
300m3/h
【2台＋予備１台】

既
存
設
備

︵
福
島
第
⼀
原
⼦
⼒
発
電
所
事
故
前
︶

美浜3号機の写真、設備仕様を記載、 [ ]は⾼浜1,2号機の設備仕様

復⽔タンク

充てん/⾼圧注⼊ポンプ格納容器スプレイポンプ

147m3/h【3台】

余熱除去ポンプ 電動補助給⽔ポンプ

423m3/h【4台/ﾕﾆｯﾄ】

タービン動補助給⽔ポンプ

147m3/h【3台/ﾕﾆｯﾄ】 852m3/h【2台/ﾕﾆｯﾄ】 3200m3/h【4台/ﾕﾆｯﾄ】 75m3/h【2台/ﾕﾆｯﾄ】 148m3/h【1台/ﾕﾆｯﾄ】

120m3/h
【1台/ﾕﾆｯﾄ】

120m3/h
【1台/ﾕﾆｯﾄ】

1800m3/h
【2台(1,2号機共⽤)
＋予備１台
/発電所】

【１台/ﾕﾆｯﾄ】

210m3/h
【2台＋予備1台
/発電所】

50m3/h
【1台/ﾕﾆｯﾄ】

原⼦炉下部キャビティ注⽔ポンプ

更なるバックアップ
可搬式代替低圧注⽔
ポンプ（＋送⽔⾞）

150m3/h/台
【2台＋予備１台】

150m3/h
【2台＋予備1台
/発電所】

※写真は⾼浜

※写真は⾼浜

内部スプレポンプ

海⽔ポンプモータ予備

追
加
設
備
・
対
策

給⽔⼿段の確保(多重化・多様化)



13使⽤済燃料ピット漏えい時の対応
福島第⼀原⼦⼒発電所事故を踏まえ、使⽤済燃料ピットの給⽔機能や監視機能等を強化する

ための安全性向上対策を実施

淡⽔タンク

1次系純⽔タンク

燃料取替⽤⽔
タンク

海⽔

使⽤済燃料ピット

使⽤済燃料

電動消⽕ポンプ

ディーゼル
消⽕ポンプ

使⽤済燃料
ピット冷却器使⽤済燃料

ピットポンプ

1次系補給⽔ポンプ

燃料取替⽤⽔ポンプ 2次系純⽔タンク

2次系補給⽔ポンプ

スプレイヘッダ

放⽔砲

⼤容量ポンプ

温度計

電波式
⽔位計

監視カメラ

屋内消⽕栓
屋外消⽕栓

（別エリアに保管）
可搬式エリアモニタ 可搬式ピット⽔位計

漏えい検知器

︓新設設備

計測範
囲拡⼤

耐震Ｓク
ラス相当

送⽔⾞

︓既設設備（給⽔、監視設備）
︓既設設備（冷却設備）



14美浜３号機 主な安全性向上対策

構台設置
【新規制基準対応（耐震）】Ｄ．

炉内構造物取替
【新規制基準対応（耐震）】Ａ.

中央制御盤取替
【保守性向上】〇Ｅ．

使⽤済燃料ピット補強
【新規制基準対応（耐震）】〇Ｂ.

防潮提設置
【新規制基準対応（津波）】Ｆ．

使⽤済燃料ピットラック取替
【新規制基準対応（耐震）】〇Ｃ.

2020年3⽉完了

2020年8⽉完了

2020年4⽉完了

2020年３⽉完了

2020年6⽉完了

2020年6⽉完了

⽕災防護対策
【新規制基準対応（⽕災）】

免震事務棟
【⾃主対応】

海

︓防潮堤

凡例

〇B
〇C

〇D

〇F

〇E
〇A

2020年8⽉完了

2020年9⽉完了

Ｇ．

緊急時対策所
【新規制基準対応】
2020年8⽉完了

⼯事期間
2017.6〜2020.9
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Ｅ.【中央制御盤取替】(⾃主)

・炉内構造物を最新型に取替

【新炉内構造物（外観）】

Ｄ．【構台の設置】
・盛⼟の敷地部を削り、新たに構
台を設置

・アナログ式から最新のデジタル式
に取替

Ｃ．【使⽤済燃料ピットラック取替】
・床に固定しない「フリースタンディング
ラック」 に取替

美浜３号機 主な安全性向上対策の概要
Ｂ．【使⽤済燃料ピット補強】

・⽀持岩盤に鉄筋コンクリート造の
床の施⼯、鋼管杭を打設

Ｇ．【⽕災防護対策】
・重要なケーブルを燃えにくい難燃ケーブルへ引替
・ケーブルトレイに防⽕シートを施⼯

Ａ．【炉内構造物取替】 【緊急時対策所】

・事故制圧・拡⼤防⽌を図る
ための対策本部

【免震事務棟】(⾃主)

・事故対応が⻑期化した場合の
⽀援
（要員待機、資機材保管）

防⽕シート

結束ベルト

構台設置後

使⽤済燃料ピットラック
（吊込み中）

⼯事範囲

美浜3号機特有な対策

Ｆ．【防潮堤設置】

・耐津波性(T.P.+4.0~4.2m)向上のため防潮堤
（T.P.+5.5~6.0m）を設置

防潮堤



16⾼浜１，２号機 主な安全性向上対策

火災防護対策については、ケーブルトレイに防火シートを据え付ける工事を実施しており、現在、工事の詳細工程について精査を行っている。

免震事務棟
【⾃主対応】

緊急時対策所
【新規制基準対応】

燃料取替⽤⽔タンク取替
【新規制基準対応（耐震）】Ｂ．

1号機︓2020年 6⽉完了
2号機︓2020年10⽉完了

2020年6⽉完了

2019年６⽉運⽤開始2019年3⽉運⽤開始

1号機︓2019年12⽉完了
2号機︓⼯事中

1号機︓2020年9⽉完了
2号機︓⼯事中

中央制御盤取替
【保守性向上】Ｃ．⽕災防護対策

【新規制基準対応】

取⽔⼝側防潮ゲート※

Ｄ．

放⽔⼝側防潮堤※

※防潮ゲートと防潮堤は、⾼浜3,4号機の
⼯事として設置済

〇B
〇A

〇C
タービン建屋

背⾯道路

1号2号
〇A

1号機︓2020年5⽉完了
2号機︓⼯事中

格納容器上部遮蔽設置
【新規制基準対応（SA対応）】Ａ．

海⽔取⽔設備移設(2号機のみ)
【新規制基準対応（耐震）】

2020年8⽉完了

海⽔取⽔設備⻯巻防護設備設置
【新規制基準対応（⻯巻）】



17⾼浜１，２号機 主な安全性向上対策の概要

Ａ．【原⼦炉格納容器上部遮蔽設置】
・事故時環境線量の低減を⽬的に鉄筋コンクリート
造の上部遮蔽及び鉄⾻梁の複合構造のトップドー
ム（屋根）を設置

Ｂ．【燃料取替⽤⽔タンク取替】

Ｃ．【中央制御盤取替】(⾃主)

・アナログ式から最新のデジタル式に取替

・耐震裕度を向上させるため
タンクを取替

Ｄ．【⽕災防護対策】
・重要なケーブルを燃えにくい難燃ケーブルへ引替
・ケーブルトレイに防⽕シートを施⼯

【緊急時対策所】
・事故制圧・拡⼤防⽌を図るための対策本部

【免震事務棟】(⾃主)
・事故対応が⻑期化した場合の⽀援
（要員待機、資機材保管）

最⼤厚さ
約30mm→約40mm

防⽕シート

結束ベルト

【施⼯前】

１号機

２号機

【施⼯後】

１号機
２号機

⾼浜1,2号機特有な対策

【取替前】

２号機
１号機

【取替後】
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３．美浜発電所および
⾼浜発電所の緊急時対応体制について



19重⼤事故等発⽣時の体制（⾼浜発電所の例）

技術的⽀援要員
○三菱若狭原⼦⼒安全統括
センター（若狭）１１名

○三菱緊急時原⼦⼒安全対策
センター（神⼾）
約４００〜５００名

○建設会社（⼤成、⽵中）
各社２０名

原⼦⼒事業本部 合計 約７００名以上が
事故収束に注⼒

初動対応要員 １００名
（発電所構内に２４時間常駐）

協⼒会社による
⽀援要員
約１５０名

（２４時間⽬途に召集）

協⼒会社

プラントメーカ、建設会社
（三菱重⼯業・三菱電機等）

・寮、社宅、⾃宅から緊急呼出システムで召集
・発電所周辺に居住する要員は約230名

緊急安全対策要員
２８名以上（６時間以内に召集）

発電所員

〇万が⼀に備え、発電所構内に初動対応要員として１００名が２４時間常駐。
また、緊急安全対策要員２８名以上を事故発⽣から６時間以内に召集する体制を構築。

〇さらに、協⼒会社やプラントメーカ、建設会社による発電所⽀援により、合計７００名以上が事故収束に注
⼒することになっており、これは訓練で確認しています。

休⽇・夜間の対応体制

⾼浜発電所

要員召集ルート

津波､地震に強い複数ルートがあり、
歩⾏訓練も実施しています｡
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発電室運転員によるシミュレーター訓練

○ 原⼦炉の起動・停⽌操作、事故事象に対する実践的な対応訓練を通したチームワーク⼒
の維持、向上を⽬的とした訓練 （実績︓2020年度 92回(162⽇)）

・ 軽微な機器故障、地震、全交流電源喪失、重⼤事故等を模擬した対応訓練を実施
（原⼦⼒研修センター）

○ 美浜原⼦⼒緊急事態⽀援センター（⽇本原⼦⼒発電株式会社）
への派遣研修

・遠隔操作ロボットによる障害物の乗り越え等の操作訓練を実施
・無線ヘリコプターの操作⽅法を習熟するための訓練に派遣
・無線重機の取扱いに習熟するための訓練に派遣

(提供 M-NEACE）

遠隔操作資機材操作訓練

（美浜原⼦⼒緊急事態⽀援センター）

（⾮常灯照明下での訓練）

ロボット操作訓練

(提供 M-NEACE）

無線重機操作訓練

重⼤事故等発⽣時の対応⼒︓各種訓練の実施
重⼤事故を想定した総合訓練

○ 重⼤事故が発⽣したと想定した原⼦⼒防災訓練を、各発電所毎に年１回実施

○ 新規制基準対応として設置した設備等を⽤いた
事故制圧訓練を安全性向上対策⼯事完了後に
実施

（実績）
・美浜発電所 2020年11⽉27⽇
・⾼浜発電所 2020年12⽉18⽇

2020年度実績
2020年10⽉16⽇ ⼤飯発電所
2021年 1⽉15⽇ 美浜発電所
2021年 2⽉26⽇ ⾼浜発電所

【事故制圧訓練の状況】
美浜発電所 緊急時対策所 ⾼浜発電所 現場訓練原⼦⼒事業本部 緊急時対策室
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４．美浜発電所３号機および
⾼浜発電所１，２号機の４０年を超える

⻑期運転における設備の健全性について
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40年
最⼤
20年プラス

最⼤
60年

福島第⼀原⼦⼒発電所の事故後

運転期間延⻑認可制度を導⼊し、法律上の制限を設定

福島第⼀原⼦⼒発電所の事故前

１回に限り 延⻑

これまでの
安全性を確認する

しくみ

・⽇々の点検
・約１年ごとの定期検査（機器の分解点検や取替え）
・３０年⽬以降、１０年ごとの⾼経年化技術評価※により、技術的に実際の運転期間を⾒極め
（※６０年運転を想定しても、設備が健全であることの確認）

追加された
新しいしくみ

・特別点検（取替えが難しい設備の詳細な点検）

・新規制基準への適合
（最新のプラントと同⼀の基準による安全性の確保）

原⼦⼒発電所の運転期間延⻑の制度

法律上の運転期間の制限はなし

2012年
原⼦炉等規制法改正

○ 福島第⼀原⼦⼒発電所の事故後、法律の改正により、運転期間は４０年とされ、
原⼦⼒規制委員会の認可を受ければ、１回に限り２０年を超えない期間延⻑
（最⼤６０年運転）できる制度となりました。

定期検査の例

美浜３号機

23
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23⼤型機器などの取替え

蒸気発⽣器の取替え

⾼圧給⽔加熱器の取替え

発電機コイルの巻替え

で⾊付けした部分が既に取り替えている⼤型機器です。

原⼦炉格納容器

配管の取替え
この他にも、⼩型機器や部品の取替えを⾏っています。

○原⼦⼒発電所では、全ての設備や機器に対して、計画的にメンテナンスを⾏い、⼤型
機器や配管など、取り替えられるものは積極的に新しいものに取り替え、設備や機器の
安全性を確保しています。
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コンクリート構造物からサンプルを取り出し、「性質の
変化」や「強度」に問題がないことを確認しました。

原⼦炉容器に超⾳波や電流を使って、「傷」がないこ
とを確認しました。

原⼦炉格納容器の表⾯を⽬視で念⼊りに確認し、
「塗装のはがれ」や「腐⾷」がないことを確認しました。

取替えが難しい設備の特別点検（１）

原⼦炉格納容器

○運転開始から４０年を迎えるにあたって、取替えが難しい「原⼦炉容器」、「原⼦炉
格納容器」、「コンクリート構造物」については、通常のメンテナンスに加え、設備の状況
を詳細に把握するために、特別点検を⾏いました。

○結果として、いずれの設備にも異常がないことを確認できました。
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炉内計装筒の
溶接部及び内⾯
（渦流探傷試験、
⽬視試験）

炉⼼領域の
⺟材及び溶接部

（超⾳波探傷試験）

１次冷却材
ノズルコーナー部
（渦流探傷試験）

取替えが難しい設備の特別点検（２）
原⼦炉格納容器点検

原⼦炉格納容器の鋼板
（⽬視試験）

原⼦炉格納施設や
原⼦炉補助建屋などの
コンクリート構造物
（サンプル試験）

原⼦炉容器点検

内部コンクリート
原⼦炉格納施設基礎

原⼦炉補助建屋

ﾀｰﾋﾞﾝ建屋(ﾀｰﾋﾞﾝ架台)

外部遮蔽壁

原⼦炉格納施設などの
コンクリート構造物からサ
ンプルを採取し、「強度」
や「遮蔽能⼒」などに異
常がないことを確認しま
した。

原⼦炉容器に対し、超⾳波
を使った探傷試験や電流を
使った渦流探傷試験などを
⾏い、「傷」がないことを確認
しました。

原⼦炉格納容器の鋼板の内外表
⾯を⽬視で念⼊りに確認し、「塗
装のはがれ」や「腐⾷」がないことを
確認しました。

コンクリート構造物点検

○点検の結果、いずれの設備にも異
常はありませんでした。

○点検結果は、原⼦⼒規制委員会
にも確認頂き、運転期間延⻑が認
可されました。

検査⽤のロボット ⽬視試験の様⼦

試験の様⼦
コアサンプル

原⼦炉容器
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○美浜３号機および⾼浜１号機、⾼浜２号機ぞれぞれで約3,000以上ある重要な設
備を、部品レベルに仕分けて評価を⾏い、６０年運転時点の設備の状態を想定し
ても、運転を安全に⾏うことができることを確認しました。次ページ以降で、原⼦炉容
器の中性⼦照射脆化を例に、評価の概要を説明します。

○ 想定される将来の設備の状態に応じた適切なメンテナンス計画が⽴てられていることを確認しました。
○ また、６０年運転時点の設備の状態で、発電所で想定している⼤きな地震が来ても、設備が壊れ

ないことを確認しました。

６０年運転を想定しても設備が健全であることの確認

主軸

⽻根⾞

ボルト・ナット

ケーシングカバー
ポンプの例
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ち ゅ う せ い し し ょ う し ゃ ぜ い か

中性⼦照射脆化

○ ねばり強さを持っている⾦属は、
⼤きな⼒を加えても、伸びたり曲
がったりすることにより簡単には割
れません。

○ ⾼温の状態では、ねばりが強い
ですが、温度が低くなると、ねばり
強さが低下する性質があります。

⾦属の性質 ねばり強さのイメージ

我慢できる
(ねばり強い)

⾦属材料

⼒⼒

⼒⼒
我慢できずに
割れる

脆
化

割れ

○ ⾦属は、中性⼦線を浴び続けると、その材料が元々持っているねばり強さが徐々に
低下します（脆化）。
これを、中性⼦照射脆化と呼んでいます。
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①点検で原⼦炉容器
に傷がないことを確
認。

②実験(監視試験)で、
原⼦炉容器のねば
り強さを測定。

原⼦炉容器の安全性の確認について（１）

確認内容

⇒

⇒

※「材料内部の温度差による熱荷重」や「地震⼒」など、傷のある部分に⽣じる⼒。

原⼦炉容器の
ねばり強さ（抵抗⼒）

(⼒)

(運転年数)運転開始 20年 ４0年 ６0年

事故の際に⽣じる破壊⼒※

ねばり強さは運転と
ともに低下します

容器に⼤きな傷があるほど、
破壊が起きやすくなります

○これまで国内外で実施された数多くの実験結果に基づくと、原⼦炉容器のねばり強さ
は、運転とともに徐々に低下しますが、低下の程度はだんだん⼩さくなることが分かっ
ています。このような⾒解は、専⾨家の⽅々の中でも認識されているものです。
（どのように低下するかは、ルール(学協会規格)として整備されています。）

○電⼒会社は、点検や実験により、原⼦炉容器に傷がないことや、予想と異なるねばり
強さの低下がないことを確認しています。

29

30



29①点検による傷の確認結果

特別点検では、
• 超⾳波を利⽤し、原⼦炉容器の内部に傷がないかを点検しました。
• ねばり強さの低下が想定される箇所全てを点検し、傷がないことを確認しました。

※点検の⽅法は、ルール（学協会規格）に従っており、妥当性が確認されたものを採⽤しています。

検査⽤ロボットを⽤いて
容器の内側を検査します。

○さまざまな点検で、原⼦炉容器に傷がないことを確認しています。
 まず製造時に点検しています。
 運転開始後も、定期的に点検しています。
 ４０年を迎えるにあたって、更に念⼊りに点検しました。（特別点検）
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○建設時に、原⼦炉容器と同じ材料の⾦属をカプセル（８体）に⼊れ、容器より燃料
に近い位置に設置しています。そのカプセルを計画的に１体ずつ取り出して、原⼦炉
容器のねばり強さがどれだけ低下しているかを測定しています。

○これまでに４体のカプセルを取り出して、ねばり強さがどれだけ低下しているか測定し
た結果、ルール(学協会規格)で定められた傾向と同様であり、予想と異なるねばり
強さの低下がないことを確認しました。

②実験(監視試験)による、ねばり強さの測定結果

出展︓「PWR型原⼦炉容器の安全性について」（平成5年9⽉、原⼦⼒発電技術機構）

 中性⼦を浴びる量は、燃料から遠ざかる（原⼦炉容器の外側）
ほど⼩さくなります。

 そのため、原⼦炉容器より燃料に近い位置に設置され、より多くの
中性⼦を浴びているカプセル内の⾦属を⽤いることで、将来の原⼦
炉容器の状態を測定することができます。

⇒ 最新(４回⽬の監視試験)のカプセル内の⾦属は、約５０年運転
した場合に原⼦炉容器が浴びる量に相当する中性⼦を浴びていま
した。そのため、実験(監視試験)を⾏うことにより、約５０年運転
時点の原⼦炉容器のねばり強さがどれだけ低下しているかを測定し
たことになります。

原⼦炉容器

試験⽤のカプセル
燃料
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○ ⻑く運転することでねばり強さが低下した原⼦炉容器が、事故時の注⽔により急に
冷やされ、それにより加わる⼤きな⼒で壊れないかを確認する必要があります。

○ なお、原⼦⼒発電所の通常時の運転では、⼤きな⼒が加わることがないようになって
います。

原⼦炉容器の安全性の確認について（２）

⇒

○原⼦⼒発電所で、配管が破断するよ
うな事故が起きると、原⼦炉容器の内
部（燃料）を冷やすために、⽔を緊急
注⼊します。

この⽔により原⼦炉容器が急激に冷え
ることで、容器に⼤きな⼒が加わります。

事故時においては、

原⼦炉格納容器

原⼦炉容器

燃料

蒸気発⽣器

×

＜事故発⽣と⽔の緊急注⼊のイメージ＞

②緊急注⽔

①配管の破断
⇒冷却⽔の漏洩③急激な冷却により、

原⼦炉容器に
⼤きな⼒が加わる

32
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○事故時に原⼦炉容器が壊れないかを確認するために、６０年間運転した場合の原
⼦炉容器のねばり強さと、事故の際に⽣じる破壊⼒を⽐べます。

○その結果、ねばり強さが⼗分あるため、事故時に壊れないことが確認できました。

事故時に壊れないかの確認結果

○ 定められたルール(学協会規格)に従い、
６０年運転時点のねばり強さを予測
しています。

○ この際、安全側に評価するため、予測
式を⽤いてねばり強さの低下量を算出
した結果に余裕を加味し、ねばり強さ
(抵抗⼒)を⼩さく設定することが要求
されています。

○ 安全側に評価するため、あえて⼤きな破
壊⼒を想定しています。

６０年運転時の
ねばり強さ（抵抗⼒） 事故時の破壊⼒＞

【想定している破壊⼒について】
・点検で傷がないことを確認していますが、
深さ10ミリの傷があると仮定します。

・配管が⼤きく破断するような事故は起き
ないように設計し、運転管理していますが、
事故が起こることを仮定します。

・事故が起こっている最中に、可能性は極
めて⼩さいですが、⼤きな地震が来ること
を仮定します。



33５.まとめ

美浜発電所３号機、⾼浜発電所１号機の安全性向上対策⼯事は、
機器の据付けや取替え等の本⼯事が2020年9⽉18⽇に完了しました。

今後も、各種検査や訓練が継続することから、安全最優先で作業を進め
てまいります。

また、これまでの⾼経年化技術評価も含めた設備保全による点検・検査・
補修・取替の実施に加え、特別点検及び⾼経年化技術評価を⾏うことに
より、改めて40年を超える運転の安全性も確認しました。
今後も経年変化を監視・評価しながら、安全性を確認し続けてまいります。

原⼦⼒の安全確保に終わりはなく、安全性をたゆまず向上させていくという
強い意志と覚悟を持ち、引き続き、安全最優先の取組みを進めてまいりま
す。



34業務改善計画

■グループ全体でのコンプライアンスの徹底
⃝ 当社の役員研修で取り⼊れているコンプライアンス意識や公共事業を

担う者としての⾃覚を⾼めるための事例研修や討議研修を、
グループ会社にも展開し、11⽉から実施 （11/16︓28名受講）

⃝ 役員に対し、他企業や公務員倫理研修を参考に、コンプライアンス
とは何かを受け⾝ではなく、能動的に考える討議型の研修を、
12⽉から新たに開始（12/15︓22名受講）
従業員に対しても、職場のコンプライアンス意識を向上するため、
キーパーソンを集め同研修を12⽉に実施

■当社役員等による従業員とのコミュニケーションの実施
⃝ ⾵通しの良い組織の創⽣に向けた取組みとして、取締役会(9/28)、コンプライアンス委員会(10/12)を原

⼦⼒事業本部（美浜町）で開催し、これに合わせ当社役員および従業員とのコミュニケーションを実施
⃝ さらに、これらの取組みについて、今後、年1回以上、定期的に⾏うことを決定

主な取組状況

■グループ全体でのコンプライアンスの徹底
⃝ コンプライアンスやガバナンスをテーマに、来年度にかけて年間約100時間を充て役員への研修を⾏う計画。

グループ会社（約80社）については、来年度末までに研修を受講してもらうべく準備中
○全従業員に対し、「討議型」の研修を2021年5⽉⽬途に実施

■当社役員と地元とのコミュニケーションの実施
⃝ 毎年、⽴地町で開催している原⼦⼒懇談会について、原⼦⼒事業本部以外の役員にも参加を拡⼤

今後の取組み

［コンプライアンスに関する討議型の役員研修］



35安全対策（労働災害、新型コロナウィルス感染予防対応）

■労働災害防⽌に向けた対応
⃝ 労働災害防⽌に向けた活動計画を、社外有識者の⾒解等を踏まえながら毎年作成し、

計画的に各種活動を展開
⃝ 今年度発⽣した労働災害の傾向分析を踏まえ、新規⼊構者に対して過去の重⼤災害を

取り上げた教育を実施（9⽉から実施し、これまでに約2,600名が受講）
⃝ 新規⼊構者対策など、作業員の安全確保に係る課題等について、発電所所員と

原⼦⼒事業本部⻑によるコミュニケーションを実施（13回実施）

■新型コロナウイルス感染予防対策
⃝ 協⼒会社作業員をはじめとした発電所⼊構者（およびその同居家族）の体調を、休⽇を含め⽇々確認。

発熱など、体調不良が⾒られた場合、⼊構を禁⽌し、在宅勤務等を指⽰。
⃝ 感染拡⼤エリアから新規に発電所に⼊構する者に対し、⼊構2週間前からチェックリストによる体調管理を徹底するとともに、

来県前のＰＣＲ検査の受検を義務付け
⃝ 上記の取組みに加え、福井県の県⺠⾏動指針を遵守し、指針改訂に合わせて対策を都度⾒直し

［安全パトロール等での対話活動］

主な取組状況（2020年度実績）

■労働災害防⽌に向けた対応
⃝ 安全パトロールによって発⾒された作業員の不安全⾏動について、協⼒会社別、原因別に傾向を分析し、その結果をもとに

重点的に対策を実施するなど、引き続き、労働災害防⽌に向けた活動を全⼒で展開してまいります。

■新型コロナウイルス感染予防対策
⃝ 今後も、県⺠⾏動指針の改訂や感染者の発⽣状況に応じて対策を⾒直し、新型コロナウイルスの感染防⽌に向けた取り

組みを徹底してまいります。

今後の取組み



36県⺠・国⺠理解活動

■福井県内での理解活動
福井県内の全域にわたる様々な形での理解活動に向けた取組み
【県内全体】
○テレビＣＭ︓約900本／年、新聞広告︓4回
○広報誌発⾏（越前若狭のふれあい）︓6回
○WEBシンポジウムの開催（11/16）

・40年以降の運転を考える
・WEB会議形式で福井県⺠約200名の⽅が参加

【嶺南地域】
○広報誌発⾏（発電所だより）︓16回
○各⼾訪問︓8,045軒
○地区集会等での対話活動︓61回（1,092⼈）
【嶺北地域】
○公⺠館等への訪問︓253回
○出前説明会︓6回

［WEBシンポジウム（11/16）］

■消費地、国⺠に対しての理解活動
○原⼦⼒や40年以降運転の必要性について、2050年カーボンニュートラル宣⾔も踏まえた新聞広告を実施
○当社ホームページやSNSの積極的な活⽤、電気事業連合会とも連携しての情報発信
○京都府、滋賀県及び岐⾩県主催住⺠説明会での理解活動

主な取組状況（2020年度実績）

⽴地地域の魅⼒や安定供給への貢献について、テレビ番組やＷＥＢ等で発信

今後の取組み



37地域共⽣

■地元企業の育成（地元企業の技術⼒向上および受注機会拡⼤に向けた取組み）
○嶺南地域の電⼒会社および元請企業が協⼒し、地元企業の育成⽀援を実施することを合意

■嶺南Ｅコースト計画への参画
○バーチャルパワープラント（VPP）の実証

電気⾃動⾞（EV）、蓄電池などリソースの設置⼯事を完了し、実証開始
○スマートエリア⽤の情報プラットフォーム

ワーケーションに関する活⽤案を嶺南各市町へ提案し、具体的なニーズの聞き取り等を実施

［蓄電池（原⼦⼒事業本部）］

主な取組状況（2020年度実績）

関⻄電⼒ 原⼦⼒研修センター、⽇本原電 敦賀総合研修センター、
関電プラント 原⼦⼒技術研修センター、クリハラント 若狭訓練センター

■地元企業の育成（地元企業の技術⼒向上および受注機会拡⼤に向けた取組み）
○元請会社の講師による現場⼯事に直結した研修を実施 【2021年度から】
○元請企業と地元企業による情報交換会を実施 【2021年度から】
■嶺南Ｅコースト計画への参画

○バーチャルパワープラント（VPP）の実証
再⽣可能エネルギーを加えたVPPの実証 【2021年度】

○スマートエリア⽤の情報プラットフォーム
ワーケーションに活⽤できる情報プラットフォームの構築 【2021年度】

○全社を挙げた連携体制の整備・運⽤および新たな協働推進組織への要員派遣 【2021年度から】

今後の取組み



参 考



参考１Ａ．[地震への備え]︓美浜3号機炉内構造物取替え

※１:原⼦炉容器の中にある燃料集合体の
原⼦燃料を配置するための⽀持構造物

※２:原⼦炉容器内の燃料集合体を取り囲む
壁（バッフル板）を固定するためのボルト

※３:炉内構造物の動きを制限するための
サポート

上部炉⼼構造物

下部炉⼼構造物

取替範囲

ラジアルサポートキー※３取替（耐震性向上）

取替前 取替後

【概 要】
炉内構造物※１の耐震性を向上させるため、また、海外プラントにおける炉内構造物のバッフルフォーマボルト※２応⼒腐⾷割れ損傷

事例を踏まえた予防保全の観点から炉内構造物の取替えを実施する。



Ｂ．[地震への備え]︓美浜3号機使⽤済燃料ピット補強
【概 要】

使⽤済燃料ピットの耐震性向上のため、⽀持岩盤上に⼈⼯岩盤および鋼管杭、鉄筋コンクリート床を設置し、使⽤済燃料ピット壁
の拘束⼒を向上させる。

（1000φ(50t),3500L×43本）

現在の状況（Ａ視）

A

使⽤済
燃料ピット

燃料取扱建屋

道路

使⽤済燃料ピット壁

鉄筋コンクリートの
床(補強スラブ)を打設

約12.5ｍ

岩盤 鋼管杭
（コンクリート床を岩盤に固定）
⼈⼯岩盤への埋め込み約１ｍ

背後斜⾯

鉄筋
（壁をコンクリート床に固定）

約
３
ｍ

約
９
ｍ

当初の掘削範囲

既設コンクリート

追加の掘削範囲
（⼈⼯岩盤に置換）

地震による燃料ピット壁（上部）の揺れを
補強スラブと鋼管杭により抑制

参考２



Ｃ．[地震への備え]︓美浜３号機使⽤済燃料ピットラック取替え

フラット
プレートプール床

脚は固定
しない

連結部

外周板
脚部

フラットプレート

ラックブロック
（固定しない⾃⽴型）

壁サポートなし

床に固定しない

【フリースタンディングラック構造イメージ】

使⽤済燃料プール

【主な特徴】
・外周板を有したラック構造であり、８体のラックブロックで構成。
・使⽤済燃料プールの床・壁に固定されておらず、ラックに作⽤す
る地震⼒を、流体⼒や床との摩擦により消散させる構造。

・外周板を設けることにより、周囲の⽔による流体⼒を⼤きく作⽤
させる。

・ラックブロック８体を連結することにより、転倒挙動を抑制するとと
もに、ラックブロック間の衝突を防ぐ。

【概 要】
使⽤済燃料ピットラックの耐震性を向上させるため、既設（旧）ラックを全て撤去し、床に固定しない フリースタンディングラック

（ Free Standing Rack）に取り替える。

No.1 No.2 No.3 No.4

No.6 No.7 No.8No.5

参考３



Ｄ．[地震への備え]︓美浜3号機構台の設置
【概 要】

３号機横の⾼台は、燃料油貯蔵タンクおよびアクセスルート等に対して地震（９９３ガル）による崩壊により波及的影響を及ぼ
す可能性があるため、新たに地震に耐えうる構台を設置する。

参考４

炉内構造物の運搬には、使⽤済燃料ピット補強・構台エリアを通過する必要があるため、
同⼯事の完了後に、炉内構造物を搬⼊した。

炉内構造物の
運搬経路

使⽤済燃料
ピット補強エリア

構台
エリア

構台設置状況(2020.2)

構台設置完了後の炉内構造物取替⼯事への引き渡し

先行掘削後(2019.3)

新構台

工事着手前

新構台の上部



新制御盤設置完了施工前 仮設盤設置
新制御盤設置中
（仮設盤運用中）

約
９
ｍ

年度 2016 2017 2018 2019 2020〜

シミュレータ
⼯程

本体⼯程

準備
製作・据付

旧 新

習熟訓練

新型中央制御盤運⽤開始に先⽴ち、運転員の
習熟訓練を実施

原⼦⼒運転サポートセンター内のシミュレータ室

【本体⼯事の状況】

【シミュレータ設置、習熟訓練の状況】

仮設盤運⽤

反復訓練

既設撤去･新設設置・機能試験

実 施 内 容

盤慣れ訓練 ・操作画⾯の選択
・警報発信時の対応

通常操作訓練 ・ユニット起動、停⽌
・定期点検、起動時の各種検査等の対応

事故・故障対応訓練
・主給⽔管破断等の設計基準事故対応
・蒸気発⽣器除熱機能の維持等の重⼤事故等の対応
・多重故障対応、新型制御盤特有の故障対応

重⼤事故等対応訓練 ・成⽴性確認訓練

フォローアップ訓練
（必要に応じて）

ユニット起動、停⽌及び事故時対応の弱点フォローアップ

E．[保守性向上]︓中央制御盤取替 参考５

⼤型表⽰装置

運転指令コンソール
運転コンソール

【概 要】
中央制御盤をアナログ式から最新のデジタル式の操作・監視盤に取替えを⾏い、⼤型表⽰装置やディスプレイ（タッチパネル）での

操作や監視をできるように変更する。



Ｆ．[津波への備え]︓美浜発電所防潮堤の設置
【概 要】
〇美浜３号機周辺に、想定津波⾼さ（３号機取⽔⼝において海抜4.2m）に対し、海抜5.5m〜6.0mの防潮堤を設置する。
〇美浜発電所外周に、海抜4.5m〜7.0mの防潮堤（外周防潮堤）を設置する。

参考６

美浜3号機周辺防潮堤設置概要図

３号機周辺防潮堤
延⻑ 約400ｍ
深さ 約10〜30ｍ
コンクリート打設の様⼦

コンクリート

防潮堤完成⾼さ 海抜6.0m

岩盤
⼟砂

岩盤

地表⾯ コンクリート
打設状況

コンクリート
打設状況

⼟砂

防潮堤完成⾼さ 海抜5.5m

地盤（⼟砂）の掘削時の様⼦

３号機

約32m

約12ｍ

防潮堤

屋外排⽔路 Ｂ-Ｂ断⾯

防潮堤
（鉄筋コンクリート部）

防潮堤
（地盤改良部）

地盤
改良

地盤
改良

屋外排⽔路

海⽔ポンプ室

MMR
(ｺﾝｸﾘｰﾄ)

海⽔ポンプ
循環⽔ポンプ防潮堤（鉄筋コンクリート部）

取⽔⼝

津波襲来側
⇒

Ａ-Ａ断⾯

T.P.＋6.0ｍ



Ｇ．[⽕災対策]︓⽕災防護対策

ケーブルの系統分離強化および防⽕措置範囲

ケーブル引替およびケーブル系統分離強化対策を実施
ケーブル張替え困難箇所について防⽕シート施⼯による防⽕措置を実施

ケーブル引替え困難箇所への対応

防⽕シート

ケーブルケーブルトレイ

＜防⽕シート施⼯箇所＞

ケーブル引替箇所の状況

難燃ケーブル

ケーブルトレイ

ポ
ン
プ

現

場

ケーブル
処理室

リレ-室

中央
制御室

制御盤
Bﾄﾚﾝ

制御盤
Aﾄﾚﾝ

現
地
機
器

電源盤

Ｐ

現地盤
Aﾄﾚﾝ

現地盤
Bﾄﾚﾝ 現地盤

防⽕措置範囲（例）

【概 要】
⽕災発⽣防⽌の観点から、安全機能を有する機器に使⽤されている⾮難燃ケーブルについて、難燃性能を確保するため、難

燃ケーブルへの取替えや不燃材の防⽕シート施⼯による防⽕措置を実施する。

参考７



A.⾼浜1,2号機 原⼦炉格納容器上部遮蔽設置

アニュラス

格納容器

E.L.＋約 ８８ｍ

約 ４４ｍ
外部遮蔽壁頂部の
撤去

上部遮蔽の設置

外部遮蔽壁上部の
補強（鉄筋追加）

外部遮蔽壁下部の
補強（鉄筋追加・壁
増厚）

外
部
工
事

内
部
工
事

上部遮蔽
(0.3m)

E.L.＋３２．０ｍ

E.L.＋１７．０ｍ

(0.9m)

(1.1m)

＜外部遮蔽壁頂部の撤去＞
2017.7〜

＜外部遮蔽壁の補強＞
2017.10〜

＜2020.12月末現在の状況＞

＜上部鉄⾻の組⽴＞
2018.8〜

参考８

【概 要】
重⼤事故時に格納容器からの放射線を弱めるために、格納容器上部に鉄筋コンクリート造の上部遮蔽及び鉄筋梁の複合構

造の扁平ドーム状の屋根を設置し、これに伴い外部遮蔽壁の増厚ならびに補強を実施する。
この⼯事により、発電所内で事故対応にあたる作業者の被ばくだけではなく、発電所周辺への影響も低減される。



【概 要】
板厚を増厚した燃料取替⽤⽔タンクを新規製作し取り替える。タンク取替に合わせて、基礎コンクリートを補強するとともに直径

を太くした基礎ボルトに取替え。

B.⾼浜1,2号機 燃料取替⽤⽔タンク取替⼯事

①既設タンクの撤去 ②タンク基礎の補強 ③新設タンクの製作、海上輸送、設置

①

②

③ 板厚を増厚したタンクに取替
[厚さ︓約8mm〜約40mm]

既設基礎ボルト
[直径︓約57mｍ]

既設タンク
[厚さ︓約8mm〜約34mm]

新設基礎ボルト
[直径︓約64mm]

（取替後）（取替前）

基礎補強

⾼さ︓約21.8m ⾼さ約22.2m

直径︓11m 直径︓11m

参考９



海 ⽔

蒸気をつくるしくみ
原⼦炉容器の中で、核分裂により発
⽣した⾼温⾼圧の熱⽔（約300
度）を利⽤して、蒸気発⽣器で熱
交換を⾏い、蒸気を発⽣させます。 電気をつくるしくみ

蒸気の⼒で発電機につながっている
タービンを回して電気をつくります。

加圧器
蒸気

発⽣器

タービン 発電機蒸気

⽔
原⼦炉容器

燃料
（発熱部）

原⼦炉容器とは

幅 4㍍

３階建
ビル程度

⾼さ
約12㍍

復⽔器

○ 原⼦炉容器は、燃料を収納している容器です。燃料の核分裂により⾼温⾼圧の熱⽔を
⽣み出し、蒸気発⽣器で蒸気を発⽣させて電気をつくります。

○ 原⼦炉容器の⾦属は、強度やねばり強さを持たせた厚さ約２０センチの合⾦で作られて
おり、燃料に近い部分は、燃料から放出される放射線（中性⼦線）の影響を受けます。

⽔の流れ

⼊⼝の⽔温
約290℃

出⼝の⽔温
約320℃

参考10



参考（FAQ）
〜⾼経年対策〜

参考11



原⼦⼒発電所の耐⽤年数は４０年ではないのでしょうか︖

○ 原⼦⼒発電所は、⻑期間の運転が可能となるよう、材料、強度、⼨法などに
⼗分な余裕を持たせて設計し、⾼い品質で製作、施⼯、据付を⾏っています。

○ 設計を⾏う際に、プラントの起動・停⽌など、繰返しの運転操作によって壊れな
いかを確認している機器もあり、この際に、３０〜４０年程度の年数を⽬安に、
運転操作の回数を設定していますが、⼗分な余裕を持たせた設計となっているこ
とを確認する⽬安の期間ですので、機器の寿命を表す年数ではありません。

○ 原⼦⼒発電所の実際の運転期間については、機器の経年劣化に関するデータ
を蓄積して評価を⾏い、実機の状態も確認したうえで⾒極めていくこととしており、
設計・建設段階では、運転期間の上限は決めていませんでした。

○ 今回、改めて将来の設備の状態を想定した評価を⾏い、 ６０年間であっても、
メンテンナスを継続すれば、原⼦⼒発電所を安全に運転できることを確認しまし
た。

Q

A

よくあるご質問への回答① 参考12



３０〜４０年の使⽤年数を⽬安に運転操作の回数を設定して
設計している機器を、４０年を超えて使⽤しても⼤丈夫なのですか︖

○ 原⼦⼒発電所の機器の中には、繰返しの運転操作によって「疲労割れ」
と呼ばれる損傷が起きないかを確認するために、使⽤年数３０〜４０年
を⽬安として、例えばプラントの起動や停⽌の回数を200回と設定して
設計しているものがあります。

○ この回数は、設計上の余裕を確認するために多めに設定されたもので、
これまでの運転実績を調査したところ、⾼浜１号機では64回※でした。こ
のため、６０年時点では、どれだけ多く⾒積もっても100回程度にしか
なりません。

○ 100回程度の運転操作回数であれば、機器が損傷しないことを確認でき
ていますし、定期的な点検により実際に傷がないかどうか確認しています。

疲労割れ
（イメージ図）

交互に繰り返し引っ
張りと圧縮などの荷
重が加わる

繰り返し曲げ荷重が加わる

運転操作
（代表例） プラント 設計時の

設定回数
これまでの
実績回数※

６０年時点の回数
（多めに想定）

プラントの
起動、停⽌

⾼浜１号機 200回 64回 99回

⾼浜２号機 200回 47回 79回
美浜３号機 200回 46回 78回

※実績回数は、調査を⾏った時点の回数（⾼浜１，２︓2009年度末、美浜３︓2010年度末）

Q

A

参考13よくあるご質問への回答②



海外では４０年で運転をやめているのではないのですか︖

○ 国により原⼦⼒発電所の運転期間の制限に関する法律は異なりますが、４０年
程度で運転をやめることを法律で定めている国は少ないと認識しています。

○ 現在（2020年10⽉末時点で）、世界で稼働中の原⼦⼒発電所のうち、約２割以
上が、既に運転開始から４０年を超えています。

Q

A

○ また、⽶国は、⽇本と同様に運転期間の上限を更新する
制度を採⽤していますが、稼働中のプラントのうち、既に約
９割のプラントが４０年を超えて運転することを認められて
います。
さらに４基については、2回⽬の更新が⾏われ、６０年を
超えて８０年まで運転することを認められています。

○ このように、技術的には、４０年を超えて運転することが
可能ですが、各国の事情により、運転期間の制限や更
新の⽅法が異なっています。

全94基のうち86基が
運転期間の延⻑を認可済

(2020年10⽉末時点)

⽶国原⼦⼒規制委員会(NRC)ホームページをもとに作成

82基
(40年を超える運転を認可済)

4基
(60年を超える運転を認可済)

⽶国の状況

参考14よくあるご質問への回答③



⻑期間運転した原⼦⼒発電所では、配管が腐⾷し、破断する事故
が起こりやすいのではないでしょうか︖

○ 原⼦⼒発電所の配管の中には、⽔の流れによって腐⾷
しやすい環境となり、配管の厚みが減少していく箇所が
あります。

○ このような配管については、計画的に超⾳波を使⽤して
配管の厚みを測定し、厚みが⼩さくなっていた場合は、
取替えを⾏っています。

○ このように、原⼦⼒発電所では、想定される設備の状
態に合わせたメンテンナンスを⾏い、必要に応じて部品
の交換や機器の取替えを⾏っていますので、４０年を
超えても安全に運転することができます。

○ 今回、運転期間の延⻑を⾏うに当たっては、メンテンナ
ンスが適切に計画されているかを、改めて確認しました。 配管の厚み点検

Q

A

⽔

⽔の流れの乱れ
による腐⾷

参考15よくあるご質問への回答④



原⼦炉容器のねばり強さが、想定されたレベルよりも、急激に低下する
ことはないのでしょうか︖

○ ⼀般的に、材料の経年変化、劣化の度合いは、時間が
たつほど緩和すると考えられています。

○ 中性⼦を浴びることによるねばり強さの低下についても、
中性⼦を浴びる量が多くなるほど影響が緩和すること
が分かっています。このような⾒解は、専⾨家の⽅々の
中でも認識されているものです。

○ したがって、４０年近く運転した原⼦炉容器のねばり
強さが、今後、急激に低下することはないと考えていま
すが、今後も、原⼦炉容器内に残っている実験(監視
試験)⽤のカプセルを計画的に取り出し、ねばり強さの低
下の傾向を監視していきます。

○ また、最新のデータなどを常に取り込み、信頼性を向上
していきます。

Q

A

参考16よくあるご質問への回答⑤



○ まず、運転期間が５０年を経過するまでに、１体のカプ
セルを取り出します。

○ その後は、実際に原⼦炉容器が浴びる中性⼦の量が、前
回取り出したカプセル内の⾦属が浴びていた中性⼦の量を
追い越す前に、次のカプセルを取り出します。

※カプセルは原⼦炉容器より燃料に近いに設置されており、原⼦炉容
器より多くの中性⼦を浴びるため、原⼦炉容器が将来浴びるはずの
中性⼦の量を事前に浴びています。そのため、カプセルを⽤いることで
原⼦炉容器の将来の状態を測定することができます。

○ 具体的な取り出し時期は、実際のプラントの運転状況を踏
まえて決定することになりますが、最終的には、６０年間運
転した原⼦炉容器の状態を事前に測定できるよう取り出
しを計画していきます。

原⼦炉容器の中に残っている実験(監視試験)⽤のカプセルは、
いつ取り出すのですか︖

原⼦炉容器

試験⽤のカプセル
燃料

Q

A

参考17よくあるご質問への回答⑥



○ 原⼦炉容器を取り囲む壁は、厚さ約2.7メートル
の頑健なコンクリート製です。

○ ⼀般的に、コンクリートはある⼀定の量の中性⼦を
浴びると、強度が低下する傾向があると⾔われて
います。

○ ただし、６０年間運転した場合に浴びる中性⼦
の量であっても、強度が低下する傾向がある範
囲は表層のごく僅かであり、発電所で想定してい
る⼤きな地震が来てもコンクリート壁は壊れませ
ん。

原⼦炉容器

コンクリート壁
(厚さ約2.7メートル)

原⼦炉容器を取り囲むコンクリート壁も中性⼦の影響を受けると
聞いたことがありますが、⼤丈夫なのですか︖Q

A

コンクリート壁への
影響は表層のみ

参考18よくあるご質問への回答⑦



EPRIによるレビュー結果（２０１８年３⽉）
 ⽶国の評価⼿法等に照らしても、技術的に⼤きな違いや懸念がないことを確認頂きました。

発電設備技術検査協会によるレビュー結果（２０１８年３⽉）
 特別点検が、必要な検出能⼒を有した検査⽅法を⽤いて、品質を確保した適切な要領で実施

されていることを確認頂きました。
 また、原⼦炉容器の中性⼦照射脆化の評価をクロスチェック計算などにより確認頂き、適切に評

価されていることを確認頂きました。
（報告書掲載ＨＰ︓https://www.japeic.or.jp/gyoumu/kakusei/pdf/ASK%20Report.pdf）

（報告書掲載ＨＰ︓ https://www.epri.com/#/pages/product/3002012037/ ）

電⼒会社の取り組みは、第三者から⾒ても妥当なのですか︖

○ 点検や評価が妥当であることを原⼦⼒規制委員会以外の第三者にも確認頂くた
め、⾼浜１，２号機を代表として、外部の第三者機関であるEPRI（⽶国電
⼒研究所）と発電設備技術検査協会によるレビューを受けています。

Q

A

参考19よくあるご質問への回答⑧


